様式第3号坂


工業用のガス販売証明書
（坂井市電気・ガス等価格高騰対策支援金用）


下記の事業者に工業用のガスを販売したことを証明します。

記

　【販売先の事業者情報】
	所在地
	

	名　称
	

	代表者氏名
	





　【坂井市電気・ガス等価格高騰対策支援金における工業用のガスの定義（①または②の何れかに限る）】

①高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）の適用を受ける液化石油ガス（ＬＰガス）
※「液化石油ガス」とは、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年
法律第１４９号）第２条第１項に規定されるもの

②ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）に基づく都市ガスの小売事業者等との契約で、年間契約量
　が１，０００万㎥以上のもの
※国の電気・ガス価格激変緩和対策事業の対象需要家とならない場合に限る。

※署名(手書き)ではない場合は、記名押印をしてください。
【証明事業者記載欄】
証明年月日：　令和５年　　月　　日
所　在　地：
　　名　　　称：
　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

様式２記入例


工業用のガス販売証明書
（坂井市電気・ガス等価格高騰対策支援金用）


下記の事業者に工業用のガスを販売したことを証明します。
申請書に記入する「事業者所在地」「事業者名称」「代表者氏名」と一致させてください。

記

[bookmark: _GoBack]　【販売先の事業者情報】

	所在地
	坂井市○○町○○－○○

	名　称
	　株式会社□□□□

	代表者氏名
	　△△　△△





　【坂井市電気・ガス等価格高騰対策支援金における工業用のガスの定義（①または②の何れかに限る）】

①高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）の適用を受ける液化石油ガス（ＬＰガス）
※「液化石油ガス」とは、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年
法律第１４９号）第２条第１項に規定されるもの

②ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）に基づく都市ガスの小売事業者等との契約で、年間契約量
　が１，０００万㎥以上のもの
※国の電気・ガス価格激変緩和対策事業の対象需要家とならない場合に限る。
	工業用のガスの販売事業者が証明してください。
署名（手書き）ではない場合、代表者印を押印してください。（社印不可）
代表者印
※署名(手書き)ではない場合は、記名押印をしてください。
【証明事業者記載欄】
証明年月日：　令和５年　１０月１６日
所　在　地：　坂井市●●丁目●●
　　名　　　称：　株式会社■■■■
　　代表者氏名：　▲▲　▲▲　　　　　　　　　　　　　　　印

